
第２回　大阪府耐震改修促進計画審議会　議事要旨
■ 開催日時　平成27年7月17日（金） 10時00分 ～ 正午
■ 開催場所　プリムローズ大阪　高砂東
■ 出席者委員
室﨑会長、澤木会長代理、大石委員、近藤委員、山鹿委員、横田委員
（1）第１回大阪府耐震改修促進計画審議会における論点の整理について
【新たな目標の設定について】

(委員)
・目標のあり方は一番重要なので、目標の枠組みと具体的な目標を分けた形で、しっかり議論していただきたい。

・目標の枠組みについては、行政だけでなく、府民も企業も一緒になって具体的な目標を決め、それに向かって、心を一つにしていくようなイメージ。そういう意味では具体的な目標値を決め、毎年どれくらい減ったかという達成状況はきちんと出していかないといけない。

・これは従来通りのようだが、そこに込められている気持ちが違う。今までは、国から言われた数値を設定しいていたが、今回は大阪府の状況に合った府民みんなで実現していく数値として「めざそう値」を設定しなければならない。
・もうひとつは、具体的に危険な住宅が１０００戸あれば、それを半分に減らすといった、絶対値を示した目標。この２本だてで行こうかということ。
(委員)

・基本的にこの２つの指標で見ていくのは良いと思う。

・資料にある、 eq \o\ac(○,Ａ)の耐震性のある住宅の新築が増えると母数が増えるため、見かけ上の耐震化率は上がるが、本当に耐震化対策が必要な住宅がどれだけ残っているのか捉えにくくなる。そのために、②（本当に危険な住宅を減らす事業の目標）があるといい。

・これまでの10年間のデータの中で、旧耐震の建物がどれだけあって、それがどれだけ減ったかという、旧耐震建物を母集団とした耐震化率の推移は計算できるのか？

・②の危険な住宅の絶対数の推移と、この旧耐震建物の中での耐震化率の推移を比較すれば、わかりやすいと思う。

(事務局)

　　・今日はデータ整理できていない。作成できると思うので、次回にお示しする。

(委員)
・②は、私も良いと思う。ただし、②を決めるには、その後の木造住宅の施策をどう充実できるかによる。
・①は、国が示した数字である耐震化率95%という現実を見ていないよくわからない数値を「めざそう値」と名前を変えて残している。設定するのはいいが、今ここで議論するのではなく、全ての議論のあとに達成可能な現実的な数値を設定した方がいいのではないだろうか。

(委員)
・①の耐震化率が曖昧なので、旧耐震建物の中での耐震化率をベースに耐震化出来ていない建物がどうなっているかをみてはどうかという意見。
・リアリティのある数値を出して、それをやりきっていくという意見であった。
(委員）

・達成が不可能な耐震化率を設定しても意味がないというのは同じ意見。それよりも各論の事業で出来ることから積み上げて目標を設定したほうがよい。
・また、経済情勢が住宅の新築フローに影響を与えるのは確かであり、住宅施策がそれとリンクしている。しかし、もう一つの大きな社会の現状としては、人口がどんどん減り続けていくということ。人口が減れば、新築は増えない。経済情勢よりも、むしろ人口減少の方が大きな影響を与えるファクターである。そのあたりを踏まえて、目標値を設定する必要があると思う。
 (委員)
・資料2の右側で、「1）新築すると eq \o\ac(○,Ａ)が増加」とあるが、全く新しく建つものをカウントしてしまうと分かり難くなると思う。どれだけ建て替えとか改修されていくのかが、耐震化率なのではないか。マンションの新築が耐震化率に影響することが分かり難い。

・②の危険な住宅の絶対数を減らすことが非常に重要。しかし目標の設定が非常に難しい。10年後の目標を一つ高く掲げそれを目指すというよりも、段階的な目標設定をして、中間段階でその達成率をチェックして行くのが望ましいのではないだろうか。
(委員)
・ eq \o\ac(○,A)と eq \o\ac(○,B)で分けていただいたことで、事の本質が分かり易くなった。

・今の各先生方の意見は、 eq \o\ac(○,B)を中心とした議論をしていくべきである。それは②の目標値をどう設定するかに関係する。
・耐震化については、①と②の二つの軸があるが、大阪府は②に力を入れているという姿勢を示すべき。それについては、もう少し議論を深めた方がいい。
・ eq \o\ac(○,A)は景気に左右されるが、 eq \o\ac(○,B)はある程度景気に関係なく、努力で減らしていける数値。
(事務局)

・大阪府は、②本当に危険な住宅を減らしていくということを目標に設定していくべきである、という、貴重なご意見をいただき、全くその通りと感じる。

(委員)
・危険な住宅が100あるとするならば、それを100%なくせという議論があるが、何百人、何千人の命を救うという点では、30％でも十分な達成率だと思う。
・そこを除却補助と耐震改修補助でカバーしていける部分で、そこをターゲットに啓発を進め、リアリティのある数字で、1軒1軒減らしていくぐらいの方がいい。

・今まで国の言っている目標値（耐震化率）だと少しぼやけてくる。努力しても新築の部分でぼやけてきて努力が見えなくなってしまう。
・激しく揺れるところや、密集住宅地からきちんとやっていく、例えば本当に危険なこの家からやっていく、そういった進め方が目標として分かり易い。

・ただし、今までの経緯もあるので、参考値として二つを見ながらやって行く考え方も必要かとは思う。

(事務局)

・行政目標として、ある程度の数値を掲げる必要がある。委員がおっしゃったように、積み上げで数字を押さえた上で、その延長線上で実現可能な目標値とすることを検討する。また、それは耐震改修だけではなく、いろんな要素からの耐震化の向上を目指すということを、府民の共通目標として定めたい。
(委員)
・数値目標の①を100％にするのか95％にするかは、後で議論することにして、先に木造の話をし、最後にここに戻りたい。

(委員)
・資料2の右側に、建替え9％と耐震改修1％と分けているが、建て替えても耐震改修しても、耐震化率への影響は一緒ということか？ 
(事務局)

・同じである。
(委員)
・実績として9％、建替えの方が9倍多いということ。耐震改修は難しいので、なかなか進まない。

・建替えと耐震改修の2つで危険な建物が安全になるという枠組みであり、今の耐震改修の助成だけではなく、住替えや建替えも組み込んでいかないと、耐震化はうまくいかない。
【木造住宅（補助・普及啓発）について】

(委員)
・調べてみないと分からないとは思うが、一つは、旧耐震というか危険な住宅に住んでいるのは、高齢者の１人暮らしや夫婦のみ世帯が圧倒的に多く、当然年金暮らしをされていて収入が非常に少ない世帯が多い。そうすると、どうせ死ぬのだからとか、経済的な問題もあって、なかなか耐震化ということへの意欲が沸かないというか、最初からしようと思っていない方がとても多い。

・二つ目は、古くからの先祖代々の住宅だとか、昔から住んでいる家なので愛着があってなかなか離れられないなどといった事情があると考えられる。そういった高齢世帯の条件みたいなものを、少し念頭におきながら、考えていかなければならない。

(委員）

・資料の１の２枚目の一番右上の「世帯類型に応じた耐震化の方法を紹介する」とあり、ここで再び耐震化という言葉を使われている。別の言葉で言い換えた方が良い。建替えと除却が耐震改修の９倍あるという実態が分かったので、これを増やしていかなければならないと思う。

・建替えと除却を同じように扱っているが、実はいくつかのパターンがある。パターンに応じた対策法を考えてことが必要だ。また、その対策をすればどのくらい効果が上がるのかという算出をしていくことが重要である。

・まず、住み手がいる住宅の場合を考えてみる。比較的若い団塊ジュニアのような世帯である場合、この世帯のＡさんが除却して建替えする。これだと除却補助で促進することができる。次に、高齢の単身または夫婦のみ世帯であるＢさんが、除却して別の住宅に住替えるという場合。これは住替えに対する支援施策となる。他部局による制度であるが、それによって結果的に耐震化率は上がる。この場合、Ｂさんが除却して空き地になった敷地に別の人が住宅を建てるか建てないかということは、全く関係がない。建替えと除却は分けて考えた方が良い。

・次に空き家について。全国の空き家率は13.5％。家主が不在で空っぽであるというものが年々増えていて、非常に危険である。倒壊しても中の人は死なないが、周りに対して火災の延焼リスクがあったり道路に倒れたりして、周辺の方を危険にさらすので、空き家を除却することが求められている。この場合は、空き家に対する法律が最近できているし、自治体ごとに色々な施策を整備しているので、この場合についてもそれらの対策で進めていける。

・以上のことから、耐震化という言葉は結果の数字なので、これを用いずに、建て替えと除却という言葉を使って具体的なパターンをイメージして、数を考えていく必要がある。

(委員)
・一つは言葉の問題がある。

・もう一つは、住み替えということもあり、除却や建て替えと言っても色々なパターンがある。例えば、とてもすてきなシルバーハウジングが、これまで住んできた町の中に建ったとする。そこへ移っていただくことに対して何か有利な条件がつくようにして、移られた後の住宅を除却して、若い世帯向けの住宅供給をするというようなこともあるかもしれない。

・そういった、様々なバリエーションがあるだろうということを含めたご指摘。

(委員)
・１ページ目に出てきた、危ない住宅が集まっている場所があるということだが、戦後高度成長期にスプロールしてできた所や、戦前からの長屋が多い場所かと思われる。そういった場合、住宅の形式と所有も関係する。

・お住まいの方は高齢かもしれないが、賃貸の場合は、耐震改修や除却の決断をするのは所有者ということになる。家主も高齢者である場合もあるが。そういった、住宅タイプと所有の形式も念頭に置きながら、適切な対策を考える必要がある。

・一方、独立住宅系も多いと思われる。先祖代々住んできたような住宅、例えば昔の農村集落の大きな庄屋さんのような立派な農家や、あるいは富田林などで伝建地区になっているような歴史的な価値のある建造物に住んでいるような場合、こういう所はなるべく除却や建て替えをせずに保存してほしいという部分があるので、耐震改修が主体になるかと思う。

・価値のある住宅に対する補助制度なども必要であり、様々な対象物、対象者に対してきめ細やかにメニューをたてていただければと思う。また、特に木造密集市街地では、先ほどおっしゃったように、除却ということが結局は耐震化率に結びつくことになるし、元々が密集市街地なので、道を作って、（除却後の空き地を）公園、緑地、広場、あるいは市民農園のような形にするなど、空き家特措法もできたので、それとも連動しながら取組を進めていくことが重要かと思う。

(委員)
・一つは所有関係もきちっと押さえた方がいいということ。

・もう一つは、地域性ということ。例えば、枚方と大阪の市内の戦前長屋では状況が違うので、枚方を大阪の戦前長屋に持ってこられるかというとそうではない。具体的にプロジェクトを進めるとなると、地域性、あるいは市街地特性を踏まえたプログラム化が必要ということ。

(委員）

・確かに、木造密集市街地とニュータウンとを、同じ方法では対応できない。

(委員)
・そういった意味で、まさに地域別のプログラム、計画の考え方の整理をしなければならないし、必要に応じてケーススタディをして、市街地特性別に上手くいった事例の整理、なぜ上手くいったのかという整理が必要。

・千里ニュータウンなど、住宅は老朽化していて良くないが住宅地としては優良ということもある。

(委員）

・建替えが進んでいる地区を見て歩くと、二世帯住宅に建替わったり、場合を目にすることが多い。子供世帯が、「あそこなら帰ってもいい」と考えているということ。

(委員)
・若い人が入ることによって、建替えが進むというのはその通りだと思う。

(委員)
・建替えと耐震改修で、実績に９倍の差があるということだが、建替えが圧倒的に多い原因は何か。

・改修を進めることは、９分の１程度しか貢献しないのか。先ほど紹介いただいた、昭和56年以降建築の住宅の改修で、例えば山形県では支援事業としてリフォームに絡めている。入居されているのも高齢者が多いので、浴室、トイレ、キッチンなどの改修はよくされている。工事業者が入るきっかけとして、耐震改修ではなく、バリアフリー化等のリフォーム工事である。リフォームと結びつけて進めれば、もう少し効果があるのではないか。

・それでも、９分の１しか効果がないということになると、耐震改修は、先ほど言われたように、価値のある住宅に特化した方が良いということになるかもしれない。

(委員)
・おっしゃるように、耐震改修はリフォームと結びつけるのが最も有効だと思う。リフォーム業者と一緒に進めようとしているが、まだ功を奏していないというか、良い仕組みになっていない。リフォームがインセンティブになって、同時に耐震改修もやるというのはリアリティがある。ただ、成功事例が意外に少なく、実績になっていないのだと思われる。

・耐震改修というのは、お金をかけて、ブレースを入れるなど面倒なことをする。それだったら、建替える方が早いし、全体も新しくなる。建替えられる方は、それなりの財政力があるので、中途半端な改修より建替えを選ぶ。建替えや改修はある程度、財政力のある方だからできること。あくまでも私の理解だが、補助金額を上げれば良いということも言える。

(委員)
・そうすると、高齢、単身で年収が少ない方は、世帯構成が変わって二世帯になるなどすれば別だが、建替えていただくのは、難しいということになる。

(委員)
・そこで、先ほど言ったような都市型の高齢者の受け皿があって、そこへ負担なく移ることができる、そういう道筋でなければ、今まで住んでいた所に住み続けるしかないということになる。その辺りの分析が必要。
(委員）

・建替えが多いのは、防災のことを考えて建替えたのではなく、結果としてそうなっている。

・耐震改修は９分の１しか効果がないから、そこに手を打たなくていいということではない。経済的に耐震改修しかできないという高齢者の方は多く、それをしなければその方たちは災害時に死ぬ危険性がある。割合が小さいからと言って耐震改修をないがしろにしていいわけではないことをここで確認したい。
(委員)
・リフォームとの抱き合わせ事業でも耐震化が進まないのは、リフォーム業者の約９割が、耐震化のことをあまり理解していないため。施主から耐震化について考えたいと言われても、あまり分かっていないので、そこを逃げて受注しているというのが現実かと思う。

・耐震改修工事数とリフォーム工事数は大きく乖離している。そこで、リフォーム業者向けの勉強会などによりスキルを持ってもらい、リフォーム時に耐震改修を一緒にしてもらえば、相当数耐震改修の実績が増えるのではないか。

・もう一つは、耐震診断を受けた後に改修か建替えかを選ぶことになった場合、建替えようと決断されるのは、子世帯が一緒に住む場合である。その時が、耐震改修しようか、建替えようかという決断をするタイミングなので、そのタイミングでもう少し押すことが重要である。

(委員)
・前回の委員会では、リフォーム業者と連携しようという話が出ていたが、あまり上手くいっていないという分析になった。耐震との連携など含めて。

・高齢で収入が少ない方が何かしようという時に、何か支援する制度があればいいのでは。リフォームとのつながりをもっと分析して、どこかをちょっと押せばぐっと進むかもしれない。お金の問題と、おっしゃったとおり手続きの問題。リフォームに耐震を載せようとすると難しい。

(委員)
・リフォーム業者の耐震改修に関する理解が低い。
(委員）

・耐震改修は、大して儲からないということもあるのではないか。インセンティブがないとなかなか進まないと思う。
(委員)
・例えば、ちょっと極端かもしれないが、耐震対策に取り組んでいるリフォーム業者を公表するようなステッカーを配布するなどすれば、進むのではないか。
・６５～７０歳の方が、５６年以前の住宅に多く住んでいるということだが、１０年後には８０歳になる。そのような、より経済的に苦しくなったときに耐震シェルターなどの方法もある。しかし、家の耐震化とは根本的に違うので、シェルターがあれば助かるという誤解が生まれないように注意する必要がある。

・リバースモゲージについても、もう少し活用していく必要がある。
(委員)
・伝統的な住宅を保存するべきだというのは理解できる。ただ、木造住宅の耐震診断の方法には、壁面量の強度ばかりを評価する方法と、それ以外に、例えば変形性能などをきちんと評価する方法がある。

・伝統的な民家の診断の場合、壁量計算では評点０．３という低い結果が出て、所有者が非常にショックを受けることがよくあると聞く。

・住宅に合わせた診断方法があるということを、消費者の方にもしっかりと伝えるべき。
(委員)
・耐震化のパッケージ化に関係すると思うが、正しく診断して、正しい対策を行う必要がある。先ほどのリフォーム業者のレベルの問題もあり、耐震に関する専門知識を持つ、アドバイザーなど人材の充実を図るということか。あるいは、どこに頼めばいいのかということを分かりやすくする、広報啓発などシステムの問題なのか。
(委員)
・在来工法と伝統工法とでは診断方法が違う。在来工法だと診断費用は５万円くらいなので、４万５千円の補助をもらえば自己負担５千円で済む。しかし、伝統工法だと２０～３０万になってしまうため、４万５千円の補助が出ても、診断を受ける人は、ほとんどいないと思う。

・そこで、伝統工法の場合は補助金額を替えるなどの取り組みが必要と思う。築１００年という住宅を残していくべきであると感じる。
(事務局)

・とくに伝統工法では、正しい診断方法を取らないと、間違った耐震補強を実施してしまうことも実際にある。そのあたりは、しっかり啓発していく必要がある。

・耐震化はとにかく耐震改修である。耐震改修はとにかく５万円というような単純な図式ではなく、除却も建替えも住替えも全てが耐震につながるという認識を持たなければならない。もう少しきめ細かく、幅広く整備をする必要がある。
【特定既存耐震不適格建築物について】

(委員)
・先ほどの木造住宅と同じ考え方かもしれないが、危険性の高い１階がピロティのようなもの(駐車場など)は、意外と補強がやり易い。予想される震度が大きい危険なところで、なおかつ１階がピロティであるような建物の改修を優先的に進めていくことが重要ではないだろうか。
(委員)
・それは段階的改修を進めていくということか。また重要度があるということか。

(委員)
・段階的な改修も含めて考えていく必要がある。とりあえず改修がやり易い所から、まず補強して、段階的に、他の階も必要があれば補強していく。

(委員)
・ということは、細やかなメニューやアドバイスが必要となるだろう。
・なかなか特定建築物の耐震改修が進まない理由は、何なのだろう。意識が低いということはないと思うが。

(事務局)

・補助制度が無いことは、一つの要因だろう。

・ただし、木造に比べて耐震化は十分に進んでいる。90％という数値目標もクリアしている。

(委員)
・不特定多数の方が利用する建物は重要度が違うだろう。一般住宅よりも社会性は高いので、100％を目標にしてもいいくらいである。
(事務局)

・そういったところも含め、国では法改正がなされ、特に大規模な建物に耐震化が義務付けられることとなった。
(委員)
・3-1-（2）の資料にある防災拠点に位置づけられる建物などは、出来るだけ積極的に進めてほしい。
・大阪府の対象建築物は補助制度がないため、公益性を落としてしまっている。重点的に取り組みを進める必要がある。
(委員)
・防災拠点であれば、補助も付け易いはず。そういう形で重点を決めてやっていくと良いのではないか。また、国の補助を最大限使わないと損という考え方もある。フレームと理由を作り、上手く国の補助を使っていってはどうだろうか。

(委員)
・3-2-(2)に記載されている東京都の段階的整備の実績数はどのくらいか。
(事務局)

・実績等の数字は今のところ把握していない。市区町村でも進めている段階であるとは聞いている。
(委員)
・表示制度はあまり活用されていない。その理由は効果が無いからやっていないのか、まだ普及していないのか、あるいは市民の意識がないのか。あまり経済性には影響しないからなのか。

・他都府県での先進事例を調べ、有効なものは積極的に取り入れていけばよい。ただし、様々な補助を取り入れるためには、市町村への説得や連携が必要となる。
(事務局)

・市町村の意見も聞きながら検討を進めたい。
【広域緊急交通路沿道建築物について】

(委員)
・資料4-1の補助制度に関して、大阪府では、5,000㎡を超えると補助率が不連続となっている。東京都では、5,000㎡を超える建築物であっても、5,000㎡までは5,000㎡以下の建築物と同じ補助率となっており、補助率が連続している。ここはちょっと見直した方がよいと思う。
(委員)
・大きい建物を耐震化する方が効果は大きいと考えられる。大きいものほど、耐震化していただいた方が良いという点で、補助率の考え方については、見直した方がよいだろう。5,000㎡を超えた途端に補助率が下がるというのは望ましくない。
・それと、災害時に広域緊急交通路を車が走れるようにするということは、単に耐震補強で実現するだけでなく、むしろ防災的な観点から、もっといろんな方法で対策を講じるべきである。耐震補強の助成等に、より協力していくというスタンスであると考えるべきであろう。
(事務局)

・耐震化することを目標としていたが、災害時の広域緊急交通路の安全性を確保するという観点から、会長がおっしゃったように様々な方法で対策を講じるべきであると感じている。
(委員)
・本来は防災部局が主たる担当であり、考え方としては沿道建築物の耐震改修の補助金の半分は防災から出てきてもいいと感じている。
(事務局)

・そこをもっと理論的に整理したい。

・せっかく都市整備部で何百億とお金かけ、耐震性のある橋をかけ、道路を整備しているのに、その沿道の建築物が倒れるだけで、道路が使えなくなるのは、大きな矛盾なので、府の責任できっちりと耐震化しなければならない。

(委員)

・結果として、それが住民の命を守ることになるので、防災部局と連携して積極的に進めることが大事である。
【全体を通して】

(委員)
・目標値の設定についての意見を伺いたい。
・これまでの建替えと改修で考えると5年間で15万棟ぐらいできている。年間では３万棟くらいの実績になる。ただし、当初は、計算通りにできても、だんだん困難なものが残っていくので平均的に進むわけではない。
(事務局)

・委員から数値の積み上げがないとリアリティのある目標設定ができないとの指摘がありました。我々も色々と考えてみたが、その部分についてはこれからの事なので、何戸助成するなどと言った具体の議論をこの場で行うのは難しい状況にある。
・今の状況を見ると、これまで10年で10％耐震化率が上昇している。しかし、これからは減速していくだろうと予測される。対象者が減ってくるのでどんどん難しくなると思う。単純に直線補完をすると現在83％が10年後に93％となるが、それはないと考えている。ただし、どこまで信憑性があるかわからないが、90～93％くらいなら、多少減速しても到達できるのではないかとも思っている。
・今回の審議会でのご意見や今後の取り組みを進めることで、少しは目標値を上げられるのではないかと考えている。

・数字の積み上げという訳ではないが、たくさんのご意見、取り組みの方向性を頂いたので、それを積み重ねることによって、どのくらいが無理のない現実的な目標かと言うところのご意見をお伺いしたい。

・それと、本当に危険な住宅を減らすべき目標として、数字だけでないご意見をたくさん頂いた。このような地域で行うべき、このような方法が良いとか、このようなターゲットを絞れば良いなど。このような数値目標以外の取り組みを目標として掲げることも考えている。

(委員)
・数値目標だけでは進まないと思うので、このグループにはこの方策というようなリアリティのある方策とセットで行わないといけない。数値目標だけを決めて、補助を上げる下げるだけの議論ではないと思う。市街地特性、住んでいる人のパターンなどに応じた細やか、かつ弾力的なプログラムが必要である。
(事務局)

・新たに住替えといった視点もでてきた。このような様々な取り組みも含めて積み上げて耐震化の推進を考えていくことが必要と改めて感じた。
(委員)
・住替えに100万とか50万とかもらえると住替える人が多く出るような気がしないでもない。少なくともマンションの契約金くらいは払えることになる。新しい住宅に移ると家賃が高くなるのでそう簡単にはいかないと思うが。
(委員)
・昔、国交省が高速道路の整備検討で優先度を設定し順位付けをしていたが、本日の資料でエリアの話や世帯構成などの状況がわかった。例えば、この辺りのエリアを優先にし、このような世帯を対象にして施策を行って、仮に全部、改修なり建替えが行われたとすると耐震化率がこれくらい上がるとか、それぞれの地域で優先順位のここまで達成すると耐震化率がこのくらい上がるというような段階的な数値は出せるかと思う。
(事務局)

・強制力も無く、どうしても最後は民間の方の判断になるので、委員の仰ることもよくわかりますし、そうしたいのですが、中々それを数字で分析して示すというのは短期間では厳しいと考えています。
(委員)

・地域毎に目標値を決めて、全部足し合わせて大阪府全体の数値を出すことはできるかもしれない。
(委員）

・本日の世帯構成などの資料は木造戸建てのみの分析となっている。委員の指摘にもあったが、長屋などの共同住宅の課題もあるので、今後は共同住宅に関する整理も必要となる。
・構造は、木造か非木造か、建て方は、戸建て・共同・長屋、それに耐震性があり、それがエリア別に整理されるといったところか。すべてを厳密に行う必要はないが、特に危険性の高いエリアは今回絞ったので、モデル地区のケーススタディを行えば良いのではないか。
(委員)
・戦前長屋地区や千里ニュータウンなど、いくつかやってみるとわかることがあるかもしれない。

(委員）

・長屋などもシェアは少ないと思うが、その方だけの問題ではなく、そのようなエリアはそれが倒れると周辺の人も亡くなる可能性がある。耐震化率だけの議論ではなく、重みが異なってくる。エリア別に絞って議論していく方が対策も具体的になる。
(委員)
・シェルター化も耐震化率に含んで算出すると言うことで良いか。評点1.0以上か0.7以上も含めるのか、さらにはシェルターについても耐震化率に組み込んでいくのか。

(事務局)

・耐震化率の考え方だが、1つは国の算出方法で、住宅・土地統計調査の結果から算出している。調査では、シェルター化をしたかなどの具体的な内容になっていない。評点についても、耐震改修を行ったかどうかだけの回答なので、そのような分類まで含まれていない。

・実際に補助を行っている件数を出すことはできるが、耐震化率の数値に反映することは難しいかと思う。
(委員)
・シェルターなども全て入れて耐震化率を検討すると、訳がわからなくなるので、二段階で整理していく必要がある。シェルターなども含めて何人の命が守られているかという話と本来あるべき耐震化の話、両方見ていかないといけない。

・ぱっときれいにまとめるのではなく、どの様な課題があるか出し切ることが、この審議会の意義であると思う。どこから手をつければ良いかなど道筋やターゲットが見えてくれば良いと思う。極端に言うと、高齢者の戦前長屋に住んでいる人たちだけでも良い方法が見つかれば、そればそれでずいぶん良いことだと思う。
（2）その他
・次回審議会は、8月21日（金）午前10時から、プリムローズ大阪で開催することを確認。
３　閉会
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